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1.研究の背景と目的 
 都市交通問題及び、環境負荷低減、中心

市街地における効率の高い空間利用の要請

から都心・郊外両地域において自動車共同

利用システム実施導入が急速に進展中であ

る。自動車共同利用システムについては、

ヨーロッパや北米の複数都市で普及が進み、

公共交通機関を補完するという特性から、

“第４の公共交通機関”とも呼ばれ、明確

な政策的位置づけの下での行政による支援

を得ている。わが国においては数多くの社

会実験が行われ、いくつかの事業例もある

が、行政・公共交通事業者との連携や支援

が少なく、普及速度も緩やかである。特に

都心部でのカーシェアリングステーション

設置に関しては、厳しい法規制に加え、従

来からの慢性的な駐車場不足問題からステ

ーションの設置が困難な状況になっている。

そこで、都心部においても住宅地や郊外通

勤駅周辺で展開するカーシェアリングのよ

うに、利用者が従来から使用していた駐車

場をカーシェアリングステーションとして

活用することの成立可能性を検討する必要

があると考えられる。 

  
本研究においては、カーシェアリングステ

ーション展開がなかなか進まない都心部に

おいて、企業駐車場をカーシェアリングス

テーションとして活用することの成立可能

性を検証することを目的とする。ここで評

価の対象としては、①企業駐車場活用型カ

ーシェアリングの潜在需要予測、②企業駐

車場活用型カーシェアリングによる駐車場

削減効果の試算とし、これらについて明ら

かにすることを本研究の目的とする、具体

的には都心部での法人による日中業務利用

に焦点をあて検討することとする。分析に

あたり、実際の事例記録の過程で得られた

データを活用しながら、車両予約行動特性

にかかわる検討から企業駐車場活用型カー

シェアリング実施による駐車場の削減効果

までについて検討・研究を行う。 
 
2.企業駐車場活用型カーシェアリング 
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図：従来のステーション設置 
（１）対象イメージ 
  本研究の対象である、企業駐車場活用

型カーシェアリングの対象は、自社駐車場

を保有していて業務上での車の必要性を認

識している企業の中でも車の稼働率が低い

車両である。 
 
 
 
 
 
 
 
図：企業駐車場活用型カーシェアリング 

(2)企業駐車場活用型カーシェアリング 
 図において、車両の稼働率が低かった車

両において、周辺のカーシェアリングステ

ーション分布に関係なく、自社駐車場を活

用してカーシェアリングステーションに転

換する。 
 これにより、車両の稼働率は低いが自社

駐車場を保有している場合には、自社駐車

場をカーシェアリングステーションとして

開放することで、車両への好アクセスを維

持しつつ、カーシェアリングが利用できる。 
 また、周辺にカーシェアリングステーシ

ョンが配置されていない場合でも、自社駐

車場をカーシェアリングステーションとし

て開放することで、自らカーシェアリング

システムを始めることができる。 
 
３．企業駐車場活用型カーシェアリング  

の潜在需要 

 本研究で対象とする企業駐車場活用型カ

ーシェアリングは前述のように、稼働率の

低い法人所有自動車及び駐車場を、自動車

共同利用システムにおける車両ステーショ

ンとして活用するシステムである。したが

って、本研究で対象とする企業駐車場活用

型カーシェアリングでの潜在需要の構成要

素を、①自動車稼働率、②駐車場所、③駐

車場の構造、セキュリティーの３つとして、

潜在需要の把握を試みる。カーシェアリン

グと車両保有のコスト比較から、1 日の稼

働率が４時間以下の法人車両を対象とする。 
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図３－３ 法人利用自家用車の利用量 

調査対象１４３台の法人使用自家用車の

うち、４３台（30%）が運休で、３２台（22%）

は通勤での利用も含んでいる。残りの６８

台（48%)が日中業務のみに利用されており、

そのうちの３７台（26%）においては 1日の

稼働率が４時間以下である。 

「運休」については、調査日が平日であ

ることから、通勤での利用はされていない

車両が企業駐車場に駐車されたまま日中業

務で利用されたかった車両であるとする。 

 したがって、企業駐車場活用型カーシェ

アリングの潜在需要を 1 つめの構成要素で

ある自動車稼働率でみた場合、「運休」と「日

中のみ 4 時間以下」を合わせた 56%である

ことが示された。 
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 推定結果から、調査対象地域内において

法人使用自家用車の 22.7%は、企業駐車場

活用型カーシェアリングの潜在需要と考え

られる。 

 カーシェアリングステーションの設置に

際しては、さらに道路交通センサスでは捉

えきれなかった、周辺からも認知、アクセ

スしやすい駐車場構造であるか、またはセ

キュリティー上の問題など、様々な条件が

残っているが、車両利用量、駐車場所から

分析した結果では、十分に適用可能性があ

ることが分かった。 

 
４．ケーススタディからみた自動車共同利

用の利用特性 

 横浜市庁舎は、２００４年４月にそれま

で各部署でそれぞれ保有・管理していた局

用車２０台を、従来から総務局（輸送事務

局）によって管理されていた共用車７台と

統合・台数削減し、一括管理による共同利

用システムに転換した。 

 利用特性調査は２段階に分かれている。 

 まず第１段階では、庁用車共同利用シス

テムの導入効果を明らかにする。分析には

共同利用システム導入前後の庁用車運転日

報を用い、庁用車利用量や稼働率の変化を

整理する。 

 次に、庁用車共同利用システムの導入に

伴い、事前に共用車を予約する必要が生じ

るため、運転日報では捉えきれない予約行

動特性の把握を行う。 

 データ取得にあたっては、共用車の予

約を管理している行政運営調整局輸送事務

所の協力で、共用車予約申し込みの電話内

容記録を用いて分析を行う。 

 

４．４．庁用車共同利用システム導入によ

る利用特性変化 

 庁用車共同利用システムの導入により、

総稼働時間の平均は８４．４８時間/日から

５６．９５時間/日へと大幅に削減されてい

るが、勤務時間帯（９～１７時）の稼働時

間は横ばいに留まっている。 

 庁用車稼働時間の削減は主に、局長の送

迎廃止が要因と考えられる。庁用車の台数

削減が日中業務での利用量に影響を与えな

かったことは、庁用車の台数が２７台から

約半分の１４台に削減されたのに伴って、

平均稼働時間/台が１．８０時間から３．６

３時間へと倍増したことからも示される。 

 

４．５．予約行動 

 共用車を事前に予約する時期については、

約半数の４６利用は事前予約が可能になる

利用７日前に予約している。残りの半数５

０利用においては、共用車利用当日に電話

で利用希望を伝えている。 

 事前に利用予約をすることができる共用

車７台の、事前予約の埋まり具合は最低で

も５台に達しており低い予約率ではないが、

事前予約が埋まったのは金曜日の午後のみ

である。 

 
５．企業駐車場活用型カーシェアリングに

よる車両削減効果試算 

 ４章で整理した、庁用車共同システム導

入後の共用車利用状況のデータを用い、企

業駐車場活用型カーシェアリングによる車

両削減効果の試算を行う。 
 分析においては、庁用車共同利用システ

ム導入後に共用車を利用している各局をそ

れぞれ独立した企業と見なす。 



 実際のような一括管理ではなく、企業駐

車場活用型カーシェアリングを採用した場

合の車両削減効果を試算する。 
 
５．１．仮定条件 

 ４章で整理した、庁用車共同システム導

入後の共用車利用状況のデータを局ごとに

区分し、各局が個別に自動車を保有・利用

すると仮定した場合に必要な台数と、それ

らの稼働率を計算した。１５局で合計２６

台の自動車が必要となる。 

保有 保有 共用
1台目 5.53 5.53
2台目 1.57 1.57
3台目 0.27 0.27
1台目 7.08 7.08
2台目 6.02 6.02
3台目 3.70 3.70
4台目 2.33 2.33
5台目 1.57 1.57
6台目 1.25 1.25
1台目 4.03 4.03
2台目 1.32 1.32

4 経済観光 1台目 2.97 1 2.97 0 1
5 都市整備 1台目 1.57 1 1.57 0 1
6 環境創造 1台目 1.90 1 1.90 0 1

1台目 1.77 1.77
2台目 0.27 0.27
1台目 1.13 1.13
2台目 0.32 0.32

9 健康福祉 1台目 1.85 1 1.85 0 1
1台目 4.02 4.02
2台目 0.45 0.45

11 まちづくり 1台目 4.05 1 4.05 1 0
12 開港１５０周年 1台目 0.42 1 0.42 0 1
13 こども青少年 1台目 0.60 1 0.60 0 1
14 選挙管理 1台目 0.52 1 0.52 0 1
15 道路 1台目 0.62 1 0.62 0 1

合計 26 合計 6 20
共用後 6 6

個別 企業駐車場活用型

1

2

行政運営

資源循環

3

6

1 2

3

7

8

10

教育委員会

都市経営

市民活力

港湾

2

2

2

2

2 4

1 1

1 1

0 2

0 2

表５－２ 試算データ 

 各局が保有していると仮定する自動車の

平均稼働率を整理したものが表５－２であ

る。 

 企業駐車場活用型カーシェアリングの対

象となる自動車稼働率は、３章での定義と

同様に４時間以下/日とする。 表５－２に

おいて、マークされた自動車は共同利用で

代替するべき利用となる。 

 各局に保有車として残る台数ではカバー

できない利用を各局利用記録から特定し共

用車の稼働率推定のために、１ヵ所に集め

る。  

 これらの試算結果は表５－２にまとめて

ある。引き続き保有し続けるべき自動車は

１５局で６台であり、その他２０台は共同

利用に転換するべき稼働率である。 

 その２０台分の利用は共用車６台でまか

なえる。１５局の駐車場が全てお互いから

アクセスしやすい距離に存在する場合、個

別では２６台必要であった自動車利用を、

保有車６台、共用車６台でカバーできるこ

とが示された。 

 
５．研究のまとめ 
 本研究では、道路交通センサスと横浜市

庁舎での庁用車共同利用システムから得ら

れたデータを基に、企業駐車場活用型カー

シェアリングの潜在需要予測と、企業駐車

場活用型カーシェアリングによる駐車場削

減効果の試算を図った。 
 道路交通センサスを用いての企業駐車場

活用型カーシェアリングの潜在需要予測に

おいては、法人による日中業務での車利用

量や法人車両の駐車場所につての分析から、

駐車場の構造やセキュリティーなどの課題

を残したものの、充分に適用可能性がある

ことが明らかにされた。 
 企業駐車場活用型カーシェアリングによ

る駐車場削減効果の試算においては試算過

程で、どの駐車場からもアクセス可能な距

離に位置すると仮定したことから、今研究



で提案した企業駐車場活用型カーシェアリ

ングとは多少、異なる条件となってしまっ

た。 

 しかし企業駐車場活用型カーシェアリン

グに参加する企業が、今回の試算のように

密集している場合は、車両を一括管理した

場合とほぼ同等の車両・駐車場削減効果が

あることが示された。 
 


